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01｜人口減少見通し 
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国勢調査において1億2,806万人であった日

本の総人口は、今後、出生数の減少と死亡

数の増加により長期的な減少過程に入る。 

国立社会保障・人口問題研究所によると、

2048（平成60）年には9,913万人と1億人

を割り込み、2060（平成72）年に8,674

万人になると推計されている。 
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01-02｜人口構成比推計 
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65歳以上の人口増加 

人口の40%が65歳以上に 

国立社会保障・人口問題研究所データ 

年齢3区分別に総人口に占める割合を考察すると、戦後は0～14歳と15～64歳の合計で総

人口の95％を占めており、65歳以上は5％程度の人口構成であった。これに対し、2060年

推計結果では、65歳以上の割合が約40％にまで上昇する見通し。 
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02｜地域別将来推計人口 
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市区町村の人口規模別では、人口規模が小

さくなるにつれて人口減少率が高く、特に

人口1万人未満の市区町村では半分に減少。

また、人口減少がこのまま進むと、2050

（平成62）年には、現在人が住んでいる居

住地域のうち6割以上の地域で人口が半分

以下に減少し、さらに2割の地域では無居住

化すると推計されている。 
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02-02｜地域によって異なる将来人口動向 
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02-03｜75歳以上人口の将来推計の地域別の特徴 
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65歳以上人口 
2010～2040年において、東京都区部や中核市・特例市は若年人口が減少し、
高齢者人口が増加する時期に突入する一方、人口5万人以下の地方都市は若年
人口の減少が加速化するとともに、高齢者人口が維持から微減へ 
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65歳以上人口が1.4倍以上に増加するのは、

埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知

県、滋賀県、沖縄県。過疎地域では既に、

若年者のみならず高齢者の人口も減少。若

い世代が東京圏へ流出する「社会減」と、

出生率が低下する「自然減」の両者により、

都市部に比べ数十年も早く人口減少。 
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65歳以上人口が1.4倍以上に 

若年層の減少で超高齢化時代へ 

65歳以上人口 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」 

2010年の65歳以上人口を100とした場合の 
2040年の65歳以上人口の指数 
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経済成長と労働参加が適切に進まない場合

2030（平成42）年の就業者数は… 

 

経済成長が実現し、全員参加型社会の実現

により、女性、若者、高齢者、障害者など

の労働市場への参加が適切に進む場合で

あっても、減少傾向を辿る。 
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人口減少→就業者数の減少 

“若年労働者”活用の機能低下 
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マイナス 821万人 
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03-02｜実質ＧＤＰ成長率(推計) 
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所得の伸びが低迷することから、現役一世

帯当たりの実質消費増加率が2050年代まで

には現在の半分程度まで落ち、生活水準の

向上が困難に。生産を決める要素である、

労働、資本、生産性のすべてがマイナスに

縮小することがさらに人口減少に圧力をか

け、この負の連鎖が続く状態へ。 

03-03｜人口減少・生産性停滞の場合 
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人口減少 

生産性向上 生産性停滞 

2020年代初頭までに
1.8%程度へと上昇。
その後、人口による押
し下げ効果が拡大する
ことにより、長期的に
は12%程度で推移。 

2020年代初頭までに
1.0%程度の上昇にと
どまる。その後、人口
による押し下げ効果が
拡大することにより、
長期的には0.5%程度
で推移。 



人口規模が1億人程度で安定化し、生産性が

向上した場合には、実質1.5％以上の成長し、

社会保障を支えるための家計の潜在的負担

は、人口減少・生産性停滞ケースの場合と

比べると相対的に緩やかなペースで増加し、

現役一世帯当たりの実質消費増加率は年2％

を超える伸びを持続し、生活水準は向上。 

03-04｜人口安定・生産性向上の場合 
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生産性が向上した場合には、 

実質GDPの1.5％以上の成長へ 

65歳以上人口 
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人口安定化 

生産性向上 生産性停滞 

2020年代初頭までに
成長戦略による改革が
集中的に進展し、現状
の0.6%程度から
1.8%程度へと上昇。
長期的には1.5％程度
で推移。 

集中的な改革の効果が
十分には発展せず、
2020年代初頭に向け
て1.0%程度の上昇に
とどまる。長期的には
0.8%程度で推移。 
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